
奈良県営水道事業経営戦略について
経営戦略（総務省）

人口減少に伴う需要の減少、施設の老朽化に伴う更新需要

の増大などにより、経営健全化の取組が求められている。

公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続していくた

めに、中⾧期的な経営の基本計画により、合理的な経営を

行い、経営基盤を強化し財政マネジメントを向上させる。

○令和２年度末までに策定を要請（H２８年１／２６付総務

省公営企業課⾧通知により全国の策定率１００％を要請）

【計画期間】
令和２年度～令和６年度（５年間）（県域水道一体化までの期間）
・水道事業ビジョン（「奈良県営水道“ぷらん2019”」）の後継として策定
・R７年度から県域水道一体化における企業団の事業開始予定

投資試算（施設・設備投資の見通し）と財源試算を均衡させ

た「投資・財政計画」（収支計画）、均衡させるための効率

化・経営健全化の取組方針等を記載

人口減少、東日本大震災など、水道を取り巻く環境が大き

く変化。厚生労働省が100年後の将来を見据え水道の理想像、

取り組むべき方向性等を「新水道ビジョン」で明示

「新水道ビジョン」を踏まえ水道事業者が積極的に取組を

推進するために、事業計画（マスタープラン）の策定、公

表が重要である。

○水道事業ビジョンの策定を要請（H２６年３／１９付厚生

労働省水道課⾧通知）

水道事業ビジョン（厚生労働省）

持続・安全・強靱の観点からの現状評価、課題抽出、将来の

事業環境、具体的な推進方策、目標の設定等を記載
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経営基盤の強化

経営戦略（計画期間R2～R6)の骨子
現 状 将来見通し（問題点） 課 題 目 標取 組

人材の確保と技術力の強化

水道施設・管理体制の強靱化

水質管理の強化

財源の確保

有収水量の確保

職員の確保

水道施設の健全化

精度の高い水質検査
体制の継続

給水人口・水需要減少

事業費の増加

職員の減少

事業量の増加

配水収益の減少

経営状況は概ね良好

給水人口・水需要は
減少傾向

管路の更新時期の到
来
設備・コンクリート
構造物の経年劣化の
進行

水源水質は概ね良
好

企業債残高対配水収益比率
○2.5倍⇒2倍以内

県水受水100%の市町村数
の増加
○13市町村⇒17市町村

技術継承にかかる研修会等
の開催
○年3回⇒年5回以上

管路・設備・コンクリート
構造物の更新計画の見直
し・実施
○策定済⇒計画更新・実施

官民連携の活用
○R2～実施

耐震管路の布設延⾧
○246km⇒260km以上

土砂災害対策の実施
○R2計画策定、R4～実施

応急給水栓の整備
○58箇所⇒64箇所

応急給水栓訓練及び事故対
策訓練の実施
○年4回⇒年6回

水道GLPの認定更新

水質事故等の対応状況の妥
当性検証を毎年実施

水道施設・災害対
応・体制の強化

①事業運営の強化

②水道資産の最適化

⑦水質検査精度の確保

⑧統合的な水質管理の実施

⑥危機管理体制の強化

⑤水道施設の土砂災害対策

④管路・設備・コンクリート構
造物の計画的な耐震化・更新

③人材確保・技術継承の促進

水質事故等に対する
的確な対応

自然災害の頻発化

水質事故が年数件発
生

強靱【施設】

安全【水質】

持続【経営・人材】

大規模土砂災害の増加
大規模地震の発生が懸
念

投資の抑制

年齢構成の偏りによ
るベテラン技術職員
の退職 技術力の確保

官民連携の推進

老朽化施設の増加

技術力の低下

気候変動等による水源
水質の不安定化

水質事故等による水質
汚染が懸念

経年劣化による信頼性
の低下

※県域水道一体化（R7年度の事業開始）の概要を記載予定 ２


